袋井市介護予防・日常生活支援総合事業の開始に伴う

契約書及び重要事項説明書の取り扱いについて

袋井市では、平成29年４月から介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）を開始します。

これに伴い、各事業所においては、総合事業に対応した新たな契約書及び重要事項説明書を作成する必要が生じますが、総合事業開始前からの継続利用となる利用者については、改めて契約書を取り交わす必要はなく、覚書や同意書などで変更内容を別に明記した書面により利用者等へ説明し、同意を得る方法で取り扱っていただくことで差し支えないと考えます。

（※総合事業開始後に新規で契約する場合は、総合事業に対応した新たな書式を使用する必要があります）。
なお、覚書や同意書の書式は任意といたしますが、日付、利用者等の住所・氏名（署
名による）、利用者との関係（代理人の場合）を記載し、必ず捺印をお願いします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年３月

袋井市総合健康センター

地域包括ケア推進課　介護ケア相談係

介護予防・日常生活支援総合事業移行に伴う覚書（記載例）
※この記載例を使用する際は、各法人・事業所の責任において使用してください。
（事業所）（以下「甲」という。）と（利用者）（以下「乙」という。）が、平成　　年　　月　　日に締結した　　　　　　　　　　　　契約書及び重要事項説明書（以下「契約書等」という。）について、次のとおり覚書を締結する。

  （業務内容） 

１　介護予防ケアマネジメント業務を新たに加えるものとする。
（準用）

２　契約書等中「介護予防支援」とあるのは「介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務」と、「介護予防サービス支援計画」とあるのは「介護予防サービス・支援計画」と読み替えるものとする。
　（書類等の保存期間）
３　契約書第15条の規定による書類等の保存期間は、契約終了後５年間とする。
　この覚書成立の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保管する。

　平成　　年　　月　　日

                              （甲）事業所住所
名称

代表者　　　　　　　　　   印

（乙）利用者住所　　　　

氏名　　　　　　 　　　　　印

代理人住所

氏名　　　　　　　　　　　印

利用者との関係
介護予防・日常生活支援総合事業移行に伴う同意書（記載例）
※この記載例を使用する際は、各法人・事業所の責任において使用してください。

（事業所）　様
私（利用者・家族）は、（事業所説明者） より、平成29年４月１日から介護予防・日常生活支援総合事業が開始されることに伴う契約書及び重要事項説明書の変更内容について説明を受け、その内容に同意いたします。
　平成　　年　　月　　日

利用者住所

氏名　　　　　 　　　　　印

代理人住所

氏名　　　　　　　　　　印

利用者との関係
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